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科       目 金       額 　 科       目 金       額  

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 動 資 産 】 【 22,453,861 】 【 流 動 負 債 】 【 15,436,196 】

現 金 及 び 預 金 5,022 買 掛 金 9,811,802

受 取 手 形 522 短 期 借 入 金 2,547,149

電 子 記 録 債 権 83,079 未 払 金 305,672

売 掛 金 9,132,177 未 払 費 用 1,771,367

商 品 9,393,619 未 払 法 人 税 等 579,779

返 品 資 産 58,421 返 金 負 債 69,612

前 払 費 用 110,229 預 り 金 26,237

預 け 金 47,083 賞 与 引 当 金 267,448

未 収 入 金 914,587 役 員 賞 与 引 当 金 10,228

関係会社短期貸付金 2,529,340 そ の 他 46,897

未 収 消 費 税 181,543

貸 倒 引 当 金 △ 1,766

【 固 定 資 産 】 【 1,633,011 】 【 固 定 負 債 】 【 558,357 】

( 有 形 固 定 資 産 )  ( 134,513 ) 退 職 給 付 引 当 金 494,673

建 物 付 属 設 備 326,630 資 産 除 去 債 務 63,684

減 価 償 却 累 計 額 △ 192,546

工 具 器 具 備 品 5,506

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,076 負 債 合 計

( 無 形 固 定 資 産 )  ( 617,253 ) 純 資 産 の 部

電 話 加 入 権 4,294 【 株 主 資 本 】 【 8,084,170 】

ソ フ ト ウ エ ア 612,958 （ 資 本 金 ） （ 490,000 ）

(投資その他の資産)  ( 881,245 )

投 資 有 価 証 券 38,160 （ 利 益 剰 余 金 ） （ 7,594,170 ）

関 係 会 社 株 式 200,000 利 益 準 備 金 122,500

差 入 保 証 金 205,800 繰 越 利 益 剰 余 金 7,471,670

繰 延 税 金 資 産 397,089 （ 内 、 当 期 純 利 益 ） （ 2,065,699 ）

そ の 他 40,195

【 評 価 ･ 換 算 差 額 等 】 【 8,149 】

その他有価証券評価差額金 8,149

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

貸   借   対   照   表 

２０２６年３月３１日現在

  (単位：千円)

15,994,553

24,086,873 24,086,873

8,092,319



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1-1 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
市場価格のない株式等以外のもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
　　　　  　　　　　　　　　　　産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品…総平均法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

1-2 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定額法　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
　　　　　　　建物付属設備　 3年～15年
　　　　　　　工具器具備品　 5年

(2) 無形固定資産…自社利用のソフトウエアは社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

1-3 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金…債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
　　　　　　念債権等特定の債権については個々に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
　　　　　　ております。

(2) 賞与引当金…従業員に対して支給する夏季賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。
(3) 役員賞与引当金…役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。
(4) 退職給付引当金…従業員の退職金の支払に備えるため、退職金規定に基づく自己都合退職による期末要

　　　　　　　　支給額を計上しております。

1-4 収益及び費用の計上基準
　　当社は、主として店舗資材や日用品を取り扱っており、顧客との契約に基づき、これらの商品を顧客に
　納入する義務を負っております。
　　商品販売においては、商品の引き渡し時点で顧客が支配を獲得し、当社の履行義務が充足されるため
　当該引き渡し時点で、顧客から受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　　ただし、商品販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する
　商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に対して支払う額を控除した純額を収益として計上しており
　ます。
　　なお、いずれの場合においても、重要な金融要素は含まれておりません。

1-5 その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

グループ通算制度の適用
伊藤忠商事㈱を通算親会社とするグループ通算制度を適用しております。

２．貸借対照表に関する注記

関係会社に対する金銭債権および金銭債務
　短期金銭債権 2,977,144 千円
　短期金銭債務 5,809,280 千円

３．税効果会計関係

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

[繰延税金資産]
　未払事業税 34,594 千円
　賞与引当金 84,299 千円
　棚卸資産 60,604 千円
　退職給付引当金 169,376 千円
　連結納税制度による影響額 千円
　未確定債務 22,084 千円
　その他 29,880 千円
　　繰延税金資産の合計 400,840 千円

[繰延税金負債]
　その他有価証券評価差額金 3,750 千円
　　繰延税金負債の合計 3,750 千円

　　繰延税金資産の純額 397,089 千円

(注)当社はグループ通算制度を適用しており、法人税及び法人地方税並びに税効果会計の会計処理及び
　　開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務
　　対応報告第42号 2021年8月21日）に従っております。



４．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

当社では資金調達及び運用については、伊藤忠商事グループＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）
サービスによって行っております。
資金運用については短期的な預金等に限定し、借入により資金を調達しております。
受取手形、電子記録債権および売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減を
図っております。また投資有価証券は株式であります。
借入金の使途は運転資金（短期）であります。

（2）金融商品の時価等に関する事項

　　①資産
　　　2026年3月31日において貸借対照表に計上した金融商品のうち、現金及び短期間で決済されるため時価が
　　　帳簿価額とほぼ等しい預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、預け金、未収入金、関係会社短期貸付金
　　　については、記載を省略しております。

　　　また、市場価格のない株式等は、時価を注記しておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の
　　　通りです。
　　　　投資有価証券  38,160千円
　　　　関係会社株式 200,000千円

　　②負債
　　　2026年3月31日において貸借対照表に計上した金融商品のうち、短期間で決済されるため時価が帳簿価額と
　　　ほぼ等しい買掛金、短期借入金、未払金、未払費用については、記載を省略しております。

５．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（2）収益を理解するための基礎となる情報 
　注記表1-4．収益及び費用の計上基準に関する注記に記載の通りです。

６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

 被所有

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 輸入商品・国内商品など当社の主要商品を伊藤忠商事㈱から購入しております。取引価格は各商品群
　　　ごとに設定している伊藤忠商事㈱の仕入口銭率より決定しております。

(注2) 期末残高には消費税等を含めております。

(2) 子会社

  

 所有

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 当社を介して伊藤忠商事グループＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）サービスを利用しております。
　　　取引金額は、当事業年度の各月末のＣＭＳにかかる短期貸付金の平均残高であります。
　　　当事業年度の受取利息は 20,634千円、ラインフィーは5,260千円であります。
(注2) 輸入商品・国内商品など当社の主要商品を㈱東京堂から購入しております。
　　　また、当社の主要商品を㈱ファミリーマートへ販売しております。価格その他の取引条件は、市場の実勢価格等
　　　を勘案して、交渉のうえ決定しております。
(注3) 期末残高には消費税等を含めております。

商品の仕入先 商品の仕入(注2) 10,981,838

取引金額 科目
期末残高
(注3)

子会社 ㈱東京堂

資金取引 資金の貸付(注1) 3,478,340 関係会社短期貸付金 2,529,340

直接　100%

種類
会社等
の名称

議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容

買掛金 1,164,432

(単位：円）

直接　100%

買掛金 4,397,169親会社 伊藤忠商事㈱ 商品の仕入先 商品の仕入(注1) 24,153,414

(単位：円）

種類
会社等
の名称

議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目
期末残高
(注2)

顧客との契約から生じる収益 23,959,088 49,498,256 2,320,497 75,777,842

代理人に該当する取引 13 － － 13

本人に該当する取引 23,959,075 49,498,256 2,320,497 75,777,829

(単位：千円）

事業区分
合計

消耗資材 日用品 FC店商品販売



(3) 兄弟会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 輸入商品・国内商品など当社の主要商品を伊藤忠紙パルプ㈱、伊藤忠プラスチックス㈱から購入しております。
　　　また、当社の主要商品を㈱ファミリーマートへ販売しております。価格その他の取引条件は、市場の実勢価格等
　　　を勘案して、交渉のうえ決定しております。

(注2) 物流業務の委託料については、業務の内容を勘案して、協議のうえ決定しております。

(注3) 伊藤忠商事グループＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）サービスを利用しております。
　　　取引金額は、当事業年度の各月末のＣＭＳにかかる預け金及び借入金の平均残高であります。
　　　金利及びラインフィーについては基本契約で取り決めており、当事業年度の受取利息は 558千円、
　　　支払利息は 7,410千円、ラインフィーは 4,373千円であります。

(注4) ソフトウェアの購入については、先方から提示された価格に基づき、交渉のうえ決定しております。

(注5) 期末残高には消費税等を含めております。

７．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 825,746円 91銭
（2）１株当たり当期純利益 210,785円 69銭

８．重要な後発事象に関する事項

該当する事項はありません。

562,502 -

(単位：千円）

買掛金 457,605

売掛金 5,152,940

買掛金

親会社の
子会社

伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰ
ｼｮﾝｽﾞ㈱

なし
ソフトウェアの購

入先
ソフトウェアの購

入(注4)
未払金

23,442

649,988
親会社の
子会社

㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目
期末残高
(注5)

親会社の
子会社

伊藤忠ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ
㈱

なし 資金取引 短期借入金 2,547,149

なし

親会社の
子会社

物流業務の委託先 物流業務の委託(注2) 2,914,677 未払費用

商品の販売先 商品の売上(注1) 49,935,148

未収収益

親会社の
子会社

伊藤忠ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
ｽ㈱

なし 商品の仕入先 商品の仕入(注1)
伊藤忠紙ﾊﾟﾙﾌﾟ

㈱

種類
会社等
の名称

議決権の所有
(被所有)割合

資金の借入(注3) 1,653,621

なし 商品の仕入先 商品の仕入(注1) 1,753,225

1,105,7254,519,390


